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(1) 激甚化・頻発化する豪雨災害への対応 

  ～国や市町村等との連携による最上川水系などでの「流域治水」の推進～ 

○ 令和４年６月から８月の豪雨で被災した公共土木施設の復旧、改良 

○ 最上川の緊急治水対策プロジェクトに基づく、浸水被害の解消を図 

 るための計画的な河川整備の推進 

○ 河川整備と一体的に行う河川の堆積土砂や支障木の撤去、再堆積抑 

 制対策等による流下能力の確保 

   ○ 人家集中箇所や要配慮者利用施設等を土砂災害から保全する対策 

   の推進 

  ○ 避難判断・行動を促すための雨量や河川の水位情報及び土砂災害危 

   険度情報の迅速かつ効果的な提供 

 

(2) 災害に強い地域づくりの推進 

○ 盛土の安全確保対策の推進 

○ 災害時のリダンダンシー確保のための県内道路ネットワークの整 

 備、雪崩・落石防止対策の推進 

○ 防災機能の強化のための無電柱化の推進 

  ○ 安定的な除雪体制の整備 

 

(3) インフラ老朽化対策の推進 

  ○ 公共土木施設の計画的な点検、補修、更新による長寿命化対策の 

   推進 

 

(4) カーボンニュートラルの実現に向けた取組みの推進 

   ○ 酒田港の洋上風力発電の導入等を見据えた取組みの推進 

  ○ 山形空港における脱炭素化の推進 

 

 

 

 

 

■ 安全・安心で持続可能な県土をつくる「やまがた強靭化」の推進 
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(1) 交通基盤の整備 

   ○ 県土の基盤となる広域道路、地域内道路ネットワークの整備 

○ 国直轄の高規格道路や直轄国道の整備促進（県が事業費の一部を負担） 

○ 空港及び港湾の機能維持・強化のための施設の整備、更新 

 

(2) ポストコロナにおけるインバウンド拡大への対応 

○ 滑走路延長など空港の機能強化の実現に向けた手法の検討 

○ 酒田港における外航クルーズ船の受入体制の整備 

 

 

 

 

  ○ 県民参画による県土ビジョンの検討 

○ 山形の厳しい気候においても快適に長く暮らすことができる住宅 

 の新築及びリフォームに対する支援 

○ 子どもたちをはじめ誰もが安全で安心して利用できる道路の整備 

○ 快適な生活環境の確保のための流域下水道施設の整備 

○ 都市公園の魅力向上に向けた計画的な施設更新及び利用者のため 

の環境整備 

○ 地域のにぎわいの創出に向けた本県の魅力ある景観を活用した取 

 組みの推進 

 

 

 

 

   ○ 建設分野におけるＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の 

   推進に向けた仕組みづくり 

  〇 これからの建設産業を担う人材の育成・確保に対する支援 

  ○ 市町村との連携による空き家対策の担い手育成に対する支援 

  ○ 若手職員の政策形成能力の向上に向けた県土整備部職員育成プロ 

   グラムの検討・実施 

■ 多様な交流基盤の形成 

■ にぎわいがあり誰もが快適に活用できる県土の形成 

■ 「やまがた強靭化」を担う人材の育成・確保 
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　部局名：県土整備部　

１　主な要求事業 （単位：百万円）

番号 担 当 課 事　　業　　名
令和５年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

【１】安全・安心で持続可能な県土をつくる「やまがた強靭化」の推進

1
砂防・災害

対策課

建設災害復旧事業費
建設災害関連改良対策事業費
（うち令和４年６月から８月の豪雨
  関係）

5,209
・令和４年６月から８月の豪雨で被災
　した公共土木施設の復旧、改良

2 河川課 河川整備補助事業費 1,525
・最上川の緊急治水対策プロジェクト
　に基づく、浸水被害の解消を図るた
　めの計画的な河川整備の推進

3 河川課
河川流下能力向上・持続化対策事業
費

1,199
・河川の堆積土砂や支障木の撤去及び
　土砂の再堆積抑制対策等の実施によ
　る流下能力の確保

4
砂防・災害

対策課
地域防災力強化型土砂災害対策事業
費

210
・保全人家20戸以上の人家集中箇所か
　つ重要な保全対象を含む箇所を土砂
　災害から保全する対策の実施

5
河川課

砂防・災害
対策課

洪水警戒情報提供事業費
土砂災害警戒避難情報提供事業費

238

・河川砂防情報システムや土砂災害警
　戒システムによる県民への雨量や河
　川の水位情報、土砂災害危険度情報
　の効果的な提供の実施

 ○社会資本の効率的・効果的な管理運営6 管理課 盛土災害防止対策事業費 44 ○
・「宅地造成及び特定盛土等規制法」
　に基づく規制区域を指定するための
　調査の実施

7
道路整備課
都市計画課

道路改築事業費
（うち緊急輸送道路等整備関係）
交通安全道路事業費
（うち無電柱化関係）
街路整備事業費
（うち緊急輸送道路整備、無電柱化
  関係)

4,128

・緊急輸送道路及び孤立危険集落アク
　セス道路の整備
・防災機能の強化を図るための無電柱
　化の実施

8 道路保全課 雪に強いみちづくり事業費 810
・緊急輸送道路及び孤立危険集落アク
　セス道路の雪崩対策等の実施

9 道路保全課 災害に強いみちづくり事業費 806
・緊急輸送道路及び孤立危険集落アク
　セス道路の落石防止対策等の実施

10 道路保全課 道路除雪費 5,204 ・県管理道路の除雪の実施

 ○社会資本の効率的・効果的な管理運営11

道路整備課
道路保全課

河川課
砂防・災害

対策課
空港港湾課

道路施設長寿命化対策事業費
河川管理施設長寿命化対策事業費
砂防関係施設長寿命化対策事業費
空港安全対策事業費
（うち空港施設長寿命化対策関係）
港湾施設長寿命化対策事業費

6,384
・公共土木施設の長寿命化計画に基
　づく点検、補修、更新

令和５年度当初予算　主な要求事業等一覧
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番号 担 当 課 事　　業　　名
令和５年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

12 空港港湾課
酒田港施設整備費【特別会計】
（うち高砂埋立用護岸整備関係）

200 ○
・高砂埋立用護岸の土質調査及び設計
  の実施

13 空港港湾課
空港整備事業費
（うち山形空港脱炭素化基礎調査
　関係）

7 ○
・山形空港の脱炭素化を検討するため
　の基礎調査の実施

【２】多様な交流基盤の形成

14 道路整備課 道路改築事業費 3,141
・一般国道や県道における道路改良や
　バイパスの整備
・ＩＣアクセス道路等の整備

15 道路整備課
国直轄高速道路等事業費負担金
国直轄道路事業費負担金

7,744
・国直轄高速道路及び国直轄道路の整
　備促進（県が事業費の一部を負担）

16 空港港湾課 空港整備事業費 338

・山形空港及び庄内空港における滑走
　路端安全区域（ＲＥＳＡ）の整備に
　係る用地造成等
・山形空港における航空灯火更新

17 空港港湾課 酒田港施設整備費【特別会計】 363
・ふ頭の舗装改良、上屋照明灯のLED化
  等の実施

18 空港港湾課
空港整備事業費
（うち機能強化の検討関係）

1
・滑走路延長など空港の機能強化の実
　現に向けた手法の検討

19 空港港湾課
酒田港整備事業費
（うち外航クルーズ船受入体制整備
  関係）

23
・外航クルーズ船受入のための保安対
　策及び初寄港となる船舶の航行安全
　調査の実施

【３】にぎわいがあり誰もが快適に活用できる県土の形成

20 管理課
県土ビジョン検討事業費
（うち県土の将来像検討関係）

2 ○
・県民の参画を得て行う県土の将来像
　及びその実現に向けた取組み方針の
　検討

21 建築住宅課 良質住宅ストック形成事業費 611
・山形の厳しい気候においても快適に
　長く暮らすことができる住宅の新築
　及びリフォームに対する支援

22 道路整備課 交通安全道路事業費 3,203

・事故危険箇所や交通渋滞の解消のた
　めの歩道の整備や交差点改良等
・通学路の合同点検を踏まえた安全対
　策の実施

23 下水道課
流域下水道事業【公営企業会計】
（うち流域下水道整備関係）

2,238

・快適な生活環境の確保のための県内
　４処理区（山形、村山、置賜、庄
　内）の処理場及び管渠の改築更新等
　の実施

24 都市計画課 都市公園活用推進事業費 676
・都市公園の魅力向上に向けた計画的
　な施設更新及び利用者のための環境
　整備の実施
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番号 担 当 課 事　　業　　名
令和５年度
当初要求額

新規 事　　業　　概　　要

25
県土利用
政策課

やまがたの誇れる景観魅力発信事業
費

4
・小中学生を対象とした景観の出前授
　業やSNS等を活用した本県の魅力的な
　景観の情報発信等の実施

【４】「やまがた強靭化」を担う人材の育成・確保

26 建設企画課 建設ＤＸ推進事業費 4 ○
・建設分野におけるＤＸの推進に向け
　た３次元データを扱う環境整備等

27 建設企画課 建設産業人材確保・育成事業費 1
・建設産業の人材確保に向けた事業者
　団体による取組みへの支援
・女性入職促進のための見学会開催

28 建築住宅課
やまがたの木造住宅建設担い手育成
事業費

2

・高校生等を対象とした大工職人の
　魅力を伝えるセミナーの開催
・住宅情報総合サイトの運営
・若手大工の技能習得に対する支援

29 建築住宅課
空き家対策推進事業費
（うち空き家対策担い手育成関係）

1
・市町村との連携による空き家対策に
　取り組む人材を支援するモデル事業
　の実施

30
管理課

建築住宅課

県土ビジョン検討事業費
（うち政策課題研究関係）
建築関係審査会費
（うち資格取得支援関係）

4 ○
・若手職員による政策課題研究会の
　開催
・建築職員の資格取得に対する支援
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